




The status and issues of wide-area evacuation from the Great East Japan 
Earthquake and Fukushima Nuclear Disaster of 2017:  




 Over six years have passed since the Great East Japan Earthquake and Fukushima Nuclear 
Disaster, but approximately 45,000 evacuees are still living outside their home prefectures. This 
paper examines the status and issues of wide-area evacuation from the disaster, based on surveys 
in Saitama prefecture.
 From the results of local government surveys, the overall status of the evacuation in Saitama 
prefecture has been revealed. The number of evacuees has decreased by 10% each year. 70% are 
“forced evacuees” of radioactive contamination from Evacuation Order Zone, 20% are “voluntary 
evacuees” of radioactive contamination outside the zone, and 10% are tsunami victims.
 From the survey of evacuees, we determined some of the needs and sufferings of each evacuee 
respondent. The evacuee situation has diversified; some no longer need any support, but others 
require support for their body and heart health. Serious problems regarding evacuee’s housings 
are being realized. Many evacuees suffer from distress, whether they will return to home area or 
settle down in Saitama. Additionally, the rebuilding of livelihood is being forced to each evacuee’s 
personal responsibility, as the evacuation order is being lifted. There is a continued need for the 
support of evacuees who are suspended between two communities.
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52 東日本大震災・福島原発事故から 7 年目を迎えた広域避難の現状と課題
Ⅰ．問題の所在
　東日本大震災と福島第一原子力発電所事故により、6 万人以上の人々が、被災 3 県から全国へ
と避難した。それから6年が経過し、避難指示の解除が進むとともに、2017年3月には自主避難
者の借上げ住宅提供が終了するなど、広域避難者を取り巻く状況は大きな曲がり角を迎えている。
























































1〜2 月実施の 5 次調査の結果をもとに、それ以前と比べて「がんばろうと思う」が減少、「気力
を失っている」「怒りが収まらない」が増加しており、「復興加速化」が被災者の日々の生活と心
情を追い詰めていることや、避難者たちは「帰る」「帰らない」の二律背反を抱えながら日々揺
れ動いていること、などを指摘している（今井 2016）。さらに、2017 年 1〜2 月実施の 6 次調査


























　分析に先立ち、本稿で用いる 2 つの調査について、概要を示したい。1 つ目の調査として、筆







　2 つ目の調査として、筆者らは「福玉便り」編集部と共同で、2012 年から 2016 年にかけて毎
年 12 月に、同紙の読者である避難者を対象に質問紙調査を実施した（表 1）。回収率が高くない
ため知見の過度な一般化には留意しつつ、自由記述も適宜参照しながら、過去の調査結果との比











れとは別に、「福玉便り」編集部では、2013 年以降毎年 1 月に、独自に避難者数調査を実施して
きた（1）。その結果は図 2 の通りである。
　埼玉県の避難者数は 1 年ごとに約 1 割ずつ減少しており、地元県に帰還、あるいは他県に移動
表１　本稿で参照する避難者調査の概要





































回答者数 231 人 141 人 140 人 137 人 96 人















































































































































































表２　埼玉県における、避難元自治体ごとの避難者数（2016 年 1 月・2017 年 1 月時点）
出典：「福玉便り」編集部調査より筆者作成

















困りごとを抱える方も回答者の 2 割程度いた（図 6）。
　さらに2016年調査では、「その他」の自由記述欄に、家族の事情や現在の住宅事情に伴う悩み、
長期化する避難生活への諦めに近い心情、近隣関係との薄さ、などが書かれていた。


























































































62 東日本大震災・福島原発事故から 7 年目を迎えた広域避難の現状と課題
１） 「地元県に帰る予定がある」の詳細
　「地元県に帰る予定がある」の 12 人に希望する住居形態を尋ねたところ、「自宅」が 9 人、「災
害公営住宅・復興公営住宅」が3人だった。ただし、「地元県に帰る時期」については、「平成29































































































































66 東日本大震災・福島原発事故から 7 年目を迎えた広域避難の現状と課題
















（1） 2014 年 1 月まで埼玉県と「福玉便り」編集部の調査結果に開きがあった理由と、それらが 2015 年 1 月にほぼ等しく
なった理由については、原田・西城戸 （2015c） を参照。
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